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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付
請求いただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への
記載を省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆
様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送り
いたします。

第77回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表
（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
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連結注記表

索馬龍（香港）有限公司
索馬龍精細化工（珠海）有限公司
台灣索馬龍股份有限公司
Siam Somar Co., Ltd.
SOMAR (SINGAPORE) PTE.LTD.

Somar Corporation India Pvt. Ltd.
Somar North America Corporation
Somar Europe B.V.
SOMAR VIETNAM CORPORATION Co., Ltd.

連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　９社
・連結子会社の名称

・連結の範囲の変更
株式会社EB associatesは、当連結会計年度において、株式を売却したことにより、

連結の範囲から除外しております。

②　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
　該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち索馬龍（香港）有限公司、索馬龍精細化工（珠海）有限公司、台灣索

馬龍股份有限公司、Siam Somar Co., Ltd.、Somar North America Corporation、Somar 
Europe B.V.、SOMAR VIETNAM CORPORATION Co., Ltd.、SOMAR (SINGAPORE) PTE.LTD.
の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算
書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結
会計年度と一致しております。

－ 1 －
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（4）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.  有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ.  デリバティブの評価基準及び評価方法
・デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ.  棚卸資産の評価基準及び評価方法
・棚卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ.  有形固定資産

主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　７年～50年
機械装置及び運搬具　　　４年～15年
その他　　　　　　　　　４年～15年

ロ.  無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。

－ 2 －
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③　重要な引当金の計上基準
イ.  貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

ロ.  賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度の支給見込額のうち、当連結会計

年度の負担額を計上しております。

ハ.  役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
当社グループの事業は、高機能材料、環境材料、食品材料の３セグメントにおける製

商品の販売であります。当該事業では、主に顧客への製商品の出荷又は引渡時点におい
て顧客が支配を獲得し履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から製商品
の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、顧客が製商品に対す
る支配を獲得するまでの一時点（出荷時点）で収益を認識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記
（1）繰延税金資産の回収可能性

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 316,124千円（繰延税金負債との相殺前)

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産1,086,811千円から評価性

引当額933,830千円を控除した152,981千円を計上しております。繰延税金資産は、将
来の課税所得（税務上の繰越欠損金控除前）の見積額に基づき、税務上の繰越欠損金の
控除見込年度及び控除見込額のスケジューリングを行い、回収が見込まれる金額を計上
しているため、その基礎となる翌期予算及び中期事業計画等に大きく依存しておりま
す。

この翌期予算及び中期事業計画等の金額は、関係業界を取り巻く事業環境や競合他社
との品質・価格の競争激化に加え、国際的な原油価格の市況や為替レートの変動等によ
り、原材料の購入価格が上昇し、取引採算が悪化すること等の影響を受けることから不
確実性が高く、これらの見積りにおいて用いた仮定の見直しが必要となった場合、翌連
結会計年度において、繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

－ 3 －
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商品及び製品 2,837,967千円
仕掛品 139,619
原材料及び貯蔵品 1,508,460

建物及び構築物 869,499千円
土地 126,032
投資有価証券 996,797
計 1,992,329

買掛金 874,489千円
長期借入金 4,000,000
計 4,874,489

（3）有形固定資産の減価償却累計額 16,161,339千円

場　　　所 用　　　途 種　　　類
埼 玉 県 草 加 市
（ 草 加 事 業 所 ） コーティング製品事業用資産 機械装置及び運搬具

そ の 他

３. 連結貸借対照表に関する注記
（1）棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

４. 連結損益計算書に関する注記
（1）特別利益

（投資有価証券売却益）
株式会社寺岡製作所の株式を売却したことによるものであります。

（2）特別損失
（減損損失）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは、事業の種類を基礎とした管理会計上の区分に従ってグルーピングを
行っております。

－ 4 －
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 1,958千株 －千株 －千株 1,958千株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 19千株 0千株 －千株 19千株

2023年６月28日開催の第76回定時株主総会において次のとおり決議しております。
・配当金の総額　　　　　96,966,700円
・配当の原資　　　　　　利益剰余金
・１株当たり配当額　　　50円
・基準日　　　　　　　　2023年3月31日
・効力発生日　　　　　　2023年6月29日

2024年６月26日開催予定の第77回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額　　　　　135,721,670円
・配当の原資　　　　　　利益剰余金
・１株当たり配当額　　　70円
・基準日　　　　　　　　2024年3月31日
・効力発生日　　　　　　2024年6月27日

当社草加事業所のコーティング製品事業用資産について、将来の回収可能性を検討し
た結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る状況になることか
ら、当該資産の帳簿価額を回収可能価額である備忘価額まで減額し、当該減少額を減損
損失60,088千円として特別損失に計上しております。その内訳は、機械装置及び運搬具
59,516千円、その他572千円であります。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加0千株であります。

（3）剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

－ 5 －
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６. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入による方針であります。デリバティブは、相場変動リスクを回避する目的で
利用する方針であり、投機目的のために利用することはしない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。当該リスクに関しては、与信管理規定に従い、リスク低減を図っておりま
す。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上
場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

取引先企業等に対し保証金の差入を行っております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６か月以内の支払期日でありま

す。
借入金は主に長期運転資金等に係る資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的と
した金利スワップ取引であります。デリバティブ取引の利用に際しては、稟議規定に基づ
き決定し、当社の経理担当部門が実施しております。なお、当社のデリバティブ取引の契
約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクは
ほとんどないと認識しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表価額1,090千円）は
「投資有価証券」には含めておりません。また、「現金及び預金」、「受取手形及び売掛
金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「未払法人税等」は短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

－ 6 －
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

投資有価証券 2,981,726 2,981,726 －
差入保証金 996,431 786,433 △209,998

資産計 3,978,157 3,768,159 △209,998
長期借入金 4,000,000 3,981,256 △18,743

負債計 4,000,000 3,981,256 △18,743
デリバティブ取引(＊) 9,016 9,016 －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券 2,981,726 － － 2,981,726
デリバティブ取引

通貨関連 － 9,016 － 9,016
資産計 2,981,726 9,016 － 2,990,742

(単位：千円)

(＊) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の
債務となる場合については ( ) で示しております。

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定において優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
(単位：千円)

－ 7 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 786,433 － 786,433

資産計 － 786,433 － 786,433
長期借入金 － 3,981,256 － 3,981,256

負債計 － 3,981,256 － 3,981,256

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
現金及び預金 6,343,663 － － －
受取手形及び売掛金 6,257,934 － － －
電子記録債権 2,059,068 － － －
差入保証金 5,193 27,282 197,440 766,514

合計 14,665,860 27,282 197,440 766,514

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融資産
(単位：千円)

（注）１.時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に関するインプットの説明
投資有価証券

上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取
引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
為替予約は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル

２の時価に分類しております。

差入保証金
差入保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

２.金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

－ 8 －



2024/05/30 16:58:25 / 23069991_ソマール株式会社_招集通知

連結注記表

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超
長期借入金 － 4,000,000 － －

合計 － 4,000,000 － －

報告セグメント
その他
（注） 合計高機能材料

事業
環境材料

事業
食品材料

事業 計

コーティング
製品 1,850,764 － － 1,850,764 － 1,850,764

高機能樹脂
製品 9,802,561 － － 9,802,561 － 9,802,561

電子材料 5,192,970 － － 5,192,970 － 5,192,970

機能性樹脂 2,499,888 － － 2,499,888 － 2,499,888

ファイン
ケミカルズ － 1,213,420 － 1,213,420 － 1,213,420

製紙用化学品 － 3,450,168 － 3,450,168 － 3,450,168

食品素材等 － － 2,539,060 2,539,060 － 2,539,060

その他 － － － － 101,065 101,065

外部顧客への
売上高 19,346,184 4,663,589 2,539,060 26,548,834 101,065 26,649,900

３.長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

７.　収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下の通りであります。
（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり新規開発事業等
を含んでおります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(4)会計方針に関す

る事項　④　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

（1）１株当たり純資産額 8,899円06銭
（2）１株当たり当期純利益 707円06銭

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10. その他の注記
（1）追加情報

（退職金制度の改定）
当社は、2023年７月より、退職金制度の改定を行い、確定給付企業年金制度を確定拠出

年金制度へ移行いたしました。
本制度の移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第1号 2016年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会
計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第2号 2007年２月７日改正）を適用し、
当連結会計年度において、退職給付制度改定損320,232千円を特別損失に計上しておりま
す。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ.　子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
ロ.　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
② デリバティブ等の評価基準及び評価方法
イ.　デリバティブ

時価法を採用しております。
③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
イ.　棚卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）を採用しております。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　10年～50年
構築物　　　　　　　　  7年～40年
機械及び装置　　　　　  4年～  8年
工具、器具及び備品　　  4年～15年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。
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個別注記表

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

② 賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち、当事業年度の負担額

を計上しております。
③ 役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の事業は、高機能材料、環境材料、食品材料の３セグメントにおける製商品の販売

であります。当該事業では、主に顧客への製商品の出荷又は引渡時点において顧客が支配
を獲得し履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から製商品の支配が顧客に
移転される時までの期間が通常の期間であるため、顧客が製商品に対する支配を獲得する
までの一時点（出荷時点）で収益を認識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記
（1）繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額　　248,136千円（繰延税金負債との相殺前）
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産1,071,181千円から評価性引当額
933,830千円を控除した137,351千円を計上しております。繰延税金資産は、将来の課税
所得（税務上の繰越欠損金控除前）の見積額に基づき、税務上の繰越欠損金の控除見込年
度及び控除見込額のスケジューリングを行い、回収が見込まれる金額を計上しているた
め、その基礎となる翌期予算及び中期事業計画等に大きく依存しております。

この翌期予算及び中期事業計画等の金額は、関係業界を取り巻く事業環境や競合他社と
の品質・価格の競争激化に加え、国際的な原油価格の市況や為替レートの変動等により、
原材料の購入価格が上昇し、取引採算が悪化すること等の影響を受けることから不確実性
が高く、これらの見積りにおいて用いた仮定の見直しが必要となった場合、翌事業年度に
おいて、繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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商品及び製品 2,431,034千円
仕掛品 139,606
原材料及び貯蔵品 1,156,013

建物 859,670千円
構築物 9,828
土地 126,032
投資有価証券 996,797
計 1,992,329

買掛金 874,489千円
長期借入金 4,000,000
計 4,874,489

（3）有形固定資産の減価償却累計額 14,802,458千円

短期金銭債権 766,853千円
長期金銭債権 197,440
短期金銭債務 3,300

営業取引による取引高
売上高 2,572,096千円
仕入高 24,992
その他 237,146

営業取引以外の取引高
受取ロイヤリティー 45,445千円
その他 6,834

３. 貸借対照表に関する注記
（1）棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

（4）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４. 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高
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個別注記表

場　　　所 用　　　途 種　　　類
埼 玉 県 草 加 市
（ 草 加 事 業 所 ） コーティング製品事業用資産 機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 19千株 0千株 －千株 19千株

（2）特別利益
（投資有価証券売却益）

株式会社寺岡製作所の株式を売却したことによるものであります。

（3）特別損失
（減損損失）

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社は、事業の種類を基礎とした管理会計上の区分に従ってグルーピングを行ってお
ります。

当社草加事業所のコーティング製品事業用資産について、将来の回収可能性を検討し
た結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る状況になることか
ら、当該資産の帳簿価額を回収可能価額である備忘価額まで減額し、当該減少額を減損
損失60,088千円として特別損失に計上しております。その内訳は、機械及び装置59,516
千円、工具、器具及び備品572千円であります。

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加0千株であります。
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繰延税金資産
繰越欠損金 1,071,181千円
未払事業税 4,589
賞与引当金 52,972
投資有価証券評価損 61,961
役員退職慰労未払金 6,252
貸倒引当金 161,057
固定資産減損損失 134,776
棚卸資産評価損 21,208
関係会社株式 138,978
その他 39,717

繰延税金資産小計 1,692,697
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △933,830
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △510,730

評価性引当額小計 △1,444,560
繰延税金資産合計 248,136

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △538,752千円
その他 △3,459
繰延税金負債合計 △542,212

繰延税金資産の純額（△は繰延税金負債） △294,076千円

６. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類
会社等
の名称

住 所
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議決権等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当
事者との
関 係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

役 員 及 び そ の
近親者が議決権
の過半数を所有
している会社等

株式会社
宗 屋
( 注 1 )

東京都
中央区

80,000

ゴ ル フ
場 経 営
及 び
不 動 産
賃 貸 管
理 業 等

被所有
間接12.4

役 員 の
兼 任
１ 　 名

建 物 の
賃 借
( 注 2 )

228,032

前払費用 17,671

差 入
保 証 金

197,440

種 類
会社等
の名称

住 所
資本金又
は出資金

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議決権等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子 会 社

索馬龍

精細化工

(珠海)

有限公司

中 国

広 東 省

12,000
千USD

樹脂製品

等の製造

販 売

所有
間接100.0

役 員 の
兼 任
２ 　 名

ロ イ ヤ
リ テ ィ
収 　 入
( 注 )

26,752 未収入金 6,897

子 会 社

台灣索馬

龍股份有

限公司

台 湾

新 北 市

70,000
千NTD

樹脂製品

等の製造

販 売

所有
間接100.0

役 員 の
兼 任
3 　 名

製 品 の
販 売
（ 注 ）

359,027 売 掛 金 228,644

７. 関連当事者との取引に関する注記

（1）役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 株式会社宗屋は、当社取締役曽谷太及び二親等以内の親族が議決権の100％を直接所

有している会社であります。
２. 建物の賃借料等については、近隣の取引実勢を勘案し、価格交渉の上で決定してお

ります。

（2）子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）ロイヤリティ収入及び製品の販売に係る取引価格については、一般的な取引条件を勘案

して決定しております。
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（1）１株当たり純資産額 6,222円93銭
（2）１株当たり当期純利益 231円09銭

８. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針に

係る事項に関する注記」の「（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11. その他の注記
（1）追加情報

（退職金制度の改定）
当社は、2023年７月より、退職金制度の改定を行い、確定給付企業年金制度を確定拠出

年金制度へ移行いたしました。
本制度の移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第1号 2016年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等
の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第2号 2007年２月７日改正）を適用
し、当事業年度において、退職給付制度改定損320,232千円を特別損失に計上しておりま
す。
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